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社会的信頼，人的資本，そして学習効果のダイナミクス＊

一備後縫製業産地の発展と変容を事例に一

山　村　英　司

　経済発展の要因として，学校教育を通じて形成される人的資本，経験を通じた学習による諸個人の

能力向上などが議論されてきた．また，長期的で濃密な人間関係を通じて形成される社会的信頼の役

割も注目されている．これらの要因が相互に独立的に機能するとは考えにくいが，これまでそれらが

どのように影響しあっているのかに光を当てた研究は数少ない．

　本論は広島県備後縫製業産地の過去30年にわたる発展と変容を対象にして，社会的信頼，人的資本

が学習にいかに影響したかを実証的に分析する．

　統計的分析により次のことが明らかになった．発展の初期段階では，操業年数が長く社会的信頼を

築き上げた企業の経営者ほど，経営者としての経験をつむことによる学習効果を促進する．一方，さ

らに発展が進み地域的に限定されない市場が機能するような段階になると，学校教育を通じて蓄積さ

れる人的資本が大きい経営者ほど，学習効果が高まる．このように，主に産地内部での下請けなどを

利用して生産を行う産地発展の初期段階では，地域的な社会的信頼と経営者としての経験は補完的関

係である．しかし，さらに発展が進み生産コストが低い産地外部地域での生産が進展すると，社会的

信頼ではなく，学校教育によって培われた人的資本と経験年数が補完的関係になる．

　以上のように，社会的信頼と人的資本が経営者の学習効果に対して与える影響は，産地の発展段階
に応じて変化していくことが分かった．

1．はじめに

　古くから経済発展論の文脈の中で，経験を通

じた学習による諸個人の能力向上の重要性が議

論されてきた（Schultz，1975）．このような問題

を対象として，近年ベイジアンの学習過程を援

用した研究が進展している（Jovanovic　and

Nyarko，1996）．過去の経験を蓄積することで，

新たな状況における予測の精度が高まっていく

というロジックは理論の世界にとどまることな

く，現実的な経済を分析する道具として利用さ

れている（Rosenzweig，1995；Yamauchi，

2004）．また学校教育を通じて蓄積される人的

資本が経済発展の源泉になるという指摘もされ

ており，その重要さを検証するために日本にお

いても実証的研究が試みられている
（Yamamuraθ’α1．，2003）．経験を通じた学習

も学校教育も，大別すれば人的資本の蓄積過程

と考えることができるが，その性質や機能は同

じであるとは一概に言えない．したがって，経

済発展のかかわりを考察するとき，人的資本の

効果を2つに分けて分析する必要があろう．一

方，長期的な人間関係を取り結ぶことによって

形成される信頼や評判，規範など，ゲーム理論

によって基礎付けられてきた諸概念がある

（Sugden，1989；Kandori，1992）．例えば，市場

が整備されていない経済発展初期段階の共同体

的な世界において，諸個人が取り結ぶ信頼関係

が非常に有用であるという指摘がなされている

（速水19959章）．実際に近年では，その妥当

性を検証するために，中世商人の取引に関する

史実をもとにした分析や（Greif，1994），現代

の発展途上国における実証分析がすすめられて

いる（Banarjee　and　Duflo　2000；MacMillan

and　Woodruff　1999）．

　学習過程，信頼・評判，学校教育は，当然そ

れぞれが独立に経済発展を促進させる要因にな

るわけではなく，相互に影響し合いつつ経済発

展の原動力となっていると考えられよう．例え

ば，学校教育と学習過程の補完的関係を実証的

に分析した研究がある（Rosenzweig，1995；
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Yamauchi，2004）．これらの研究は学校教育が

学習効果を促進し，経済主体の意思決定の精度

を上げることを検証した．しかし，これらの研

究対象は大きく変化しつづけているはずの経済

発展の一局面に限られていた1）．実際には，経

済の長期的発展の中で，学校教育と学習過程の

関係性が変化しているかどうかを検討していな

いのである．そこで，より長期的なデータを分

析することによって，その進化を検証する必要

性がでてくる．また，信頼・評判といった社会

関係と学習過程の関わりを実証的に分析するこ

とが望まれるが，この研究は数少ない2）．本論

ではこれら未だ検証されてこなかった，学校教

育と学習過程，社会的信頼関係と学習過程の関

わりがいかにして変化し，経済発展をすすめる

要因となるかを検証する．

　以上の検証を行うために，備後地方に位置す

る縫製業産地の過去30年間の発展過程を対象

とする．備後産地はもともと貧しい農業中心の

地域だったが，産業集積によって戦後急速に発

展し変容した．最近では備後産地内での生産が

減少し，海外に生産拠点が移動するに至ってい

る．まさに産業発展の各局面を観察するのに格

好の対象といえる．同産地が大きく発展し変容

した過去30年間の動きを狙上に載せることで，

長期的かつダイナミックな分析が可能となるの

である．また，筆者は当地での1ヶ月半にわた

る聞き取り調査，アンケート調査を中心とした

フィールドワークを実施した．これ，によって，

分析に利用するデータを収集し，外部からは窺

い知れない当地における社会的信頼関係の具体

的な機能に関する知見を得た．

　以下，1節では基本モデルの説明を行い，2節

では備後産地における過去30年間の変遷を概

観する．また1節の終わりに検証するための仮

説を提示する．3節では回帰分析に用いる式を

定式化したあと，分析結果を検証し仮説の妥当

性を精査する．そして，最後に結論を述べる．

2．基本モデル

　本論では信頼・評判などを社会的信頼と考

え，この言葉を用いる3）．生産関数をtarget

inputモデルにより設定する（Wilson，1975；

Jovanovic　and　Nyarko，1996；Rosenzweig，

1995；Bardhan　and　Udry，1999；Yamauchi，

2004）．この生産関数の特徴は，確率的にあた

えられる投入に関する最適目標の情報を得るこ

とにより，経済主体が生産するための投入量を

決定することにある．σπは毎期の生産量，る、

が毎期実際になされる投入量である．このとき

生産関数は次のようにあらわされる．

　　　　　σπ＝γ［1一（〃π一2ン‘）2］　　　　　（1α）

ここで

　　　　　　　〃ゴ亡＝房＋ω，f　　　　　（1∂）

であり，リスク中立的な経済主体ノは，毎期’に

おいて，目標となる投入量をもつ．これが伽

で，ノの能力をあらわすのと，i．i．d．でN（o，協）

の正規分布に従う確率変数ω」診によって構成さ

れる．経済主体はγと謡を観察可能と仮定す

る．したがって，主体は傷を直接知ることは

出来ないが，σ易を知ることによりθノへの事前

予想（priors）をもつ．ここで’期における条件

付期待を瓦（・），条件付分散をvarご（・）とおく．

ここで，最適な意思決定とその結果としての期

待生産量は

　　　　　熾＝E‘（〃ゴ∂＝E‘（の，　　（2α）

　　　E亡（σ，直）＝γ［1－var‘（傷）一σ易］．　　（2わ）

　経済主体は毎期’に知識を与えられ，瓦（の

と等しい投入gπを行う．このような，生産過

程は毎期’において繰り返される．つまり’期

で生産がなされその期の終わりの時点で，経済

主体が伽を知り，この情報を利用することに

より’＋1期において期待される最適生産量に

関する事前予想（priors）を改定（update）する．

さらに，ρo＝1／varo（の，ρF1／莇と置くとき

に，ρ。は生産開始前の時点において経済主体が

もつ予測の精度，ρ‘は毎期行われる生産の過程

を通じて得た情報による予測の精度をあらわす．

ここで，ベイズ統計理論よりvarご（のは次のよ

うにあらわされる

　　　　　・・n（の一，。＋髭，，、　（・）

　助，は’期において経済主体ノが行った生産

の累積回数である．これにより呂（のは次の



ように書き換えられる

社会的信頼，人的資本，

晦）ヲ［1一，。＋髭．，ρ「・司・（・）

そして学習効果のダイナミクス　　　　　　　　　　1！3

　　　ローカルなノレーノレの制約を受ける状況では，

　ここで限定された地域で機能する地域限定的

資本と地域的限定を受けずに一般的に機能する

広域的資本を設定する．例えば企業の操業年数

などはこの地域にのみ有効な地域限定的資本の

代理変数として考えられよう4）．一方，学校教

育などによって蓄積される人的資本は地域的な

限定を受けず，より普遍的に通用する広域的資

本の代理変数と考えられる．そしてρoとρ‘が

地域限定的資本と広域的資本の関数と仮定する．

予測の精度を通して広域的資本と地域限定的資

本が生産量に影響を与えることになる‘）．ここ

で，ρo＝ρo（L，G），ρz（五，　Gl）となる．五は地域

限定的資本，Gは広域的資本である．さらに，

発展の初期段階とより発展が進んだ段階を

StateAとStateBとし，地域限定的資本と広域

的資本が学習に与える効果を考える．ここで，

地域限定的資本と広域的資本は正反対の性質を

持つとし，Stateによってその効果は逆になる

と仮定する．

State　A

　発展の初期段階ではローカルな場所に限られ

た生産を行っていると考える．したがって，地

域限定的資本が大きいほど，地域限定的資本を

通した評判効果のために，生産を開始する際に

情報へのアクセスが容易である．したがって，

初期時点での予測の精度を高めると考えられる．

また地域限定的資本が大きいほど，ローカルな

ルールへの理解を深める6）．つまり，ローカル

なルールに違反したときの損失を正確に理解し，

ローカルなルールに従って取引を行うようにな

る．このようにローカルなルールを遵守し繰り

返し取引を行うことにより取引相手と信頼関係

をより確かなものにし，ローカルに限定された

地域における，よりよい生産活動を行うことが

可能になる．つまり，生産を行うことによる予

測の精度が高まるといえる．ここから，次の仮

定をおく．

　　　　　　　　　　　∂ρ‘　　　　　　　∂ρo
　（仮定1）　　　　　　　　　　　　　＞0　　　　　　　　　＞0，
　　　　　　　　　　　∂L　　　　　　　∂L

広域的資本は，生産開始するときに殆ど情報へ

のアクセスに影響しない．したがって，広域的

資本は初期時点での予測の精度には殆ど影響し

ない．また，広域的資本の大きさは，広域的な

取引ルールへの理解を深めるが，ローカルなル

ールへの理解には影響しない．したがって，広

域的資本が大きいほど経済主体は，ローカノレな

ルールとは関係なく，制約無しの最適化行動を

とる．そのために，ローカルなルールに違反し

た行動を選択する可能性が高まり，結果として

共同体的な制裁をうける可能性も上昇する．一

度ルール破りをして，ローカルな信頼関係を損

なえば，以前と同じようにローカルな地域に限

定された取引相手と協調関係を結ぶことは困難

になる．つまり，生産を行うことにより予測の

精度に負の影響を与えていく．ここから，次の

仮定をおく．

（仮定・）1砦剛1魯・・

　このときに次の（定理1a）が成立する．

　（定理1a）

　　a．地域限定的資本が大きいほど期待生産

　　　量は増加する．

　　b．生産回数が多いほど，期待生産量は増

　　　加する．

　　c．ρ♂が十分小さいときに，地域限定的資

　　　本が大きいほど，生産経験の回数は期待

　　　生産量を増加させる7＞．

（証明）

期待生産量を地域限定的資本で偏微分すると

（・）絵一・［∂禽／∂セ織紹1／∂昂）」・・

　一方期待生産量を生産経験の回数で偏微分す

ると

（ii）
無一・［　　　ρ」（ρo十鵡・オρ‘）・］・・

　また，（7）を瓦，で偏微分すると

　　　　∂2α5亡　＿
（iii）

　　　∂L5亡∂！＞1‘

・［一2（∂幽）ぞ織i鈴）（齢轟）］
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　（i）（ii）からa，　bが成立する．

が成立する．

　　　経　　済

また（iii）よりC

（証明終わり）

　同様の仮定のもとで広域的資本に関する（定

理1b）を得ることが出来る．また（定理1a）の

証明において五で行った微分をGによって行

うことにより，これが証明される．

　（定理1b）

　　a．広域的資本が大きいほど期待生産量を

　　　減少させる．

　　b．生産回数が大きいほど，期待生産量を

　　　増加させる．

　　c．ρどが十分小さいときに，広域的資本が

　　　大きいほど，生産経験の回数は期待生産

　　　量を減少させる．

State　B

　産地が発展するにつれ生産場所は共同体の外

　でも行われるようになる．そうすると生産活

　動において，共同体的なルール1こよる制約を

　受けないために，生産活動を行う上で広域的

　資本の効果が発揮されるようになる．つまり

　生産を繰り返すことによる学習効果を広域的

　資本が高める働きをするようになる．一方地

　域限定的資本が大きく，社会的信頼関係が強

　い企業ほど，それまで構築した取引関係を損

　なわないようにするため，生産において経路

　依存的な意思決定を行うであろう．このよう

　な経路依存的な力がはたくために，産地の発

　展に適応して産地外で生産を円滑に行うこと

　を困難にさせる．このような状況では社会的

　信頼関係は産地外での生産においてはそれほ

　ど有効に学習効果を高めるとは考えにくく，

　かえって産地内取引の慣行に従うように行動

　してしまうために学習効果を低めてしまう．

　このように理由から地域限定的資本と広域的

　資本の期待生産量への効果はState　Aとは

　正反対になると考えられるので，State　Aと

　正反対の仮定を次のようにおく．

　　　　　∂ρo　　　　　　　　　　∂ρ‘（仮定3）　　　　　　　＞0，　　　　　　　　　　　＞0　　　　　∂G　　　　　　　　　　∂o

　　　　　∂ρo　　　　　　　　　　∂ρ‘（仮定4）　　　　　　　駕0，　　　　　　　　　　　＜0　　　　　∂五　　　　　　　　　　∂五

研　　究

このときState　Aと同様にして以下の定理が

証明される．

　（定理2a）

　　a．広域的資本が大きいほど期待生産量は

　　　増加する．

　　b．生産回数が多いほど，期待生産量は増

　　　加する．

　　c．ρごが十分小さいときに，広域的資本が

　　　大きいほど，生産経験の回数は期待生産

　　　量を増加させる．

　（定理2b）

　　a．地域限定的資本が大きいほど期待生産

　　　量を減少させる．

　　b．生産回数が多いほど，期待生産量を増

　　　加させる．

　　c．ρごが十分小さいときに，地域限定的資

　　　本が大きいほど，生産経験の回数は期待

　　　生産量を減少させる．

　以上をまとめてみると，経済発展の初期段階

で市場が発達しておらず，未だ共同体における

社会的信頼が重要となる状況はState　Aと対

応する．この段階において社会的信頼は，地域

的公共財と考えられる（速水1995）．外部地域

に対して閉じている共同体においては，ローカ

ルに形成される独自のルールである規範が存在

し，これに反するような行動をとるならば，そ

れがもし共同体的制約を受けない場合には合理

的な行動であったとしても，村八分的な制裁を

受けることになる（Greif，1994；Kandori，

1992；速水1995）．フォーマルな学校教育は広

域で標準化された知識を蓄積させる．そこで，

学校教育は予測の精度に対し，むしろ負の効果

をもつ可能性がある．また経済発展がより進み

市場経済が浸透する段階では，先進的な経営法

が必要となり，学校教育の重要性が高まる状況

をState　Bとする．このような状況下では，経

済活動はローカルで閉塞した地域から，より広

域的な範囲で行われるようになる．そうすると，

ローカルな規範が存在し村八分的な制裁を受け

たとしても，他の地域でより効率的な経済活動

を行うことが可能となる．したがって，共同体

的ルールの制約を受けることなく，広域的に合
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理的な意思決定が可能となる8）．このとき，学

校教育が予測の精度をあげていくことが予測さ

れるが，ローカルなレベルでは有効であった共

同体における社会的信頼を有する経済主体はこ

の状況変化にすぐには対応できず予測の精度に

負の影響を与えると考えられる9）．ここまで示

してきた諸定理および考察を検証するために次

のような仮説を提起したい．

　（仮説　1）

　生産を行う際，経済発展の初期段階では企業

の社会的信頼と経営者の経営経験は補完的関係

にあるが，発展がさらに進む段階になると代替

的関係になる．

　（仮説　2）

　生産を行う際，経済発展の初期段階では経営

者の学校教育年数と経営者の経営経験が代替的

関係にあるが，発展がさらに進む段階になると

補完的関係になる．

3．備後縫製業産地の概観

　備後産地は作業着であるワーキングウェアを

中心とした縫製業産地として知られる．学生服

の産地として知られる岡山県の児島，婦人服上

着の産地として名高い岐阜市などと並び，日本

有数の縫製業の集積地である．備後はこれらの

産地に比べ新興であるが，戦後急速に成長した

のである．「昭和35年には備後産地全体で年産

63億円であったのが，41年には250億円余と

なり，実に4倍の成長を示したのである」，そし

て「昭和40年代前半には既に大阪，岡山に次い

で全国3位の売上高シェアを占める」に至り，

その後も成長を続けた（備後産地誌刊行委員会

1969，16頁）．

3．1　データの説明と調査方法

　本論で主に利用する「独自調査資料」は，筆

者が備後産地にて広島県被服工業協同組合の協

力を得て収集した．調査は次のような方式をと

った．筆者が1999年7月の2週間の第1次調

査において調査地でのアンケートのプレテスト

を行い，その後東京から組合に加盟している各

企業にアンケートを郵送し，同年の8月から9
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月にかけての1ヶ月間にわたる第2次調査によ

って回収した．このアンケート調査と並行して

備後縫製企業関係者との面談調査を行ったが，

その数は第1次と第2次調査で合計して約80

名に達した．質問内容は1968，1982，1986，1996，

1998年の各年度について生産立地など既存の

資料では入手できない事柄に関連しており，き

め細かな情報を得た．なおアンケートを送付し

た企業は100社で，そのうち回収できた企業は

57社である．企業の売上高データや経営者の

教育年数などは『全国繊維企業要覧　西日本

編』より得た10）．

3．2　初期条件と共同体における社会的信頼

　広島県の新市町を中心に福山市，府中市など，

縫製業の産地となっている地域は，元来農業を

中心としていたが，山に囲まれた地域で人口に

対する可耕地面積が小さく貧しかった（備後産

地誌刊行委員会1969）．つまり，外部地域に対

して閉じられた地域であった．外部との接触が

少ない分だけ，このような地域には共同体的な

規範が形成されやすい．本論では規範を外に対

して閉じられた地域における，地域限定的なル

ールとして考える．つまり，一定の地域内部に

おけるルールではあるが，地域の外部において

一般的に通用するルールではない．そして，ロ

ーカルなルールは慣習（convention）によって

基礎付けられている11）．この慣習は「内部から

判断されるもので，外部から判断されるもので

はない」（Sugden，1989　p．97）と考えられる．こ

のようなローカルなルールに対して，地域的な

限定を受けずに，より一般的に通用するルール

を，本論では広域的なルールと呼ぶことにする．

　筆者が当地で行った聞き取り調査からは，当

地で取引をおこなっていた商社マンが「備後に

入り，備後を知らなければ商売は出来ない」と

語っていたという．つまり，備後特有の取引習

慣を知らなければスムーズに取引が行えないと

いうことである．この取引習慣は非人格的な市

場においては存在しえず，長期的に濃密な人間

関係から生成したものと考えられる．このよう

な慣習に基礎付けられたルールや規範は，商社
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表1．企業の生産拠点の変化

備後内生産
@（％）

備後外生産
@（％）

1968

P982／1986a

P996／1998b

74

T1

Q9

26

S9

V1

資料）「独自資料」．

注）a．1982年と1986年の平均．

　　b，1996年と1998年の平均．

経　　済

マンが一般的に知っている取引方式とは異なっ

ており，一般的な学校教育から学ぶことは出来

ないといえる．つまり，この方式は長期的かつ

人格的な取引関係を通じてはじめて知りえるも

のであるといえる．例えば東京の有名国立大学

を卒業した経営者が，備後産地発展の初期的段

階である1960年代から70年代にかけて，効率

的な経営を行うことに失敗した例がある．当地

で関係者に何故最も高い学校教育を受けた人物

が，その後の経営をうまく出来なかったのかを

訊ねた．優秀な人物であったというが，結局は

備後における共同体的な人間関係のなかでのル

ールに馴染めなかったというのが失敗の要因だ

ったという．以上のような事実は，備後産地に

おいてもローカルなルールが存在していること

を示唆している．

　企業を経営する上で負の影響力を持つ共同体

的なルーノレは，一方で経営に対し正の影響力も

もつ．当地の代表的な縫製企業である自重堂の

第4代社長の出原誠三氏は自重堂中興の祖とい

われ，住まいも備後の中心地に位置する本社か

ら歩いて数分の場所にある．複数の関係者から，

彼は地元での各種の催しにこまめに参加し地元

の関係者の間での信頼もあついという証言を得

た．現在は第一線を退き自重堂会長と同業者組

合の会長を兼任している．氏が自重堂の経営規

模を拡大し発展させたのは1970年代から80年

代にかけてのことである．自重堂が現在ほど発

展した要因として，誠三氏が地元における自重

堂という企業が持つ社会的信頼を活用したこと

が考えられる．誠三氏はローカルなルールを熟

知しつつ，その制約の中で最適化行動をとり，

それによって自重堂を成長させていったと思わ

れ・る．

研　　究

　産地発展の初期段階では，生産の大半は産地

内部で行っていたが産地の発展とともに，生産

拠点は備後の外へ移動していった．表1からも

分かるように，1960年代後半から80年忌半ば

まで，生産の半分以上を産地内部で行っていた．

したがって，大きくは1960年代後半から80年

代まで，備後内部でのみ通用するローカルなル

ールは影響力を保持していたように思われる．

その間は，社会的信頼が大きい企業ほど生産を

拡大していったと推測される．しかしながら，

その後は時を経るにつれて産地外部での生産が

増加し，90年代には備後外部での生産が大半を

占めるようになった．つまり，ローカルなルー

ルが通用しない場所での生産が重要になった．

したがって，90年代になるとローカルなノレール

の制約を受けない，広域的なルールに対応して

最適化行動への意思決定を行う企業が成長して

いったと思われる．

4．実証分析

4．1回帰モデルの定式化

　本節では，提起された仮説を回帰分析によっ

て，より厳密に検証するための推定方法を示す．

まず68年からの30年間の産地縫製企業売上高

の決定因の変化を観察するために，次のように

回帰式の基本モデルを特定化する12）．

　（基本回帰モデル）

　　log売上高κ一α。＋α、　log企業創業年数露

　　＋α210g経営者教育年数露

　　＋α310g経営者経験年数ゴ、

　　十α410g企業創業年数ゴご

　　＊log経営者経験年数ゴ，

　　＋α5109経営者教育年数舛

　　＊109経営者経験年数ブご

　　＋α610g企業創業年数ゴ，

　　＊lo9経営者教育年数ブ汁銑

’は時点を，ノは企業を表し，被説明変数の売上

高はデフレート済みの企業売上高の対数値であ

り，説明変数のうち企業操業年数と経営者教育

年数，及び経営者経験年数の3つは連続変数で

こちらも対数値にしてある．ここで，企業操業

年数はローカルなレベノレにおける社会的信頼



社会的信頼，人的資本，

表2．企業の売上高，操業年数経営者教育

　　年数，経営者経験年数の基本統計量

売上高a

平均　分散　最小値　最大値

1968　　　　　　　　236　　　262　　　　20　　　　1116

1982／1986b　　1863　　2453　　　192　　　　12900

1996／1998c　　2197　　3985　　　100　　　　26800

操業年数

平均　分散　最小値　最大値

1968　　　　　　　21．8　　19．5　　　　1

1982／1986b　　28．9　　18．6　　　　4

1996／1998c　　43．8　　21．4　　　　1

ρ
U
匿
」
9

8
8
0
ゾ経営者教育年数

平均　分散　最小値　最大値

1968　　　　　　　　10．8　　　3．6　　　　　4

1982／1986b　　12．9　　　2．1　　　　　4

1996／1998c　　13．2　　　2．4　　　　　9

ρ
0
ρ
0
β
0

1
1
1

経営者経験年数

平均　分散　最小値　最大値

1968　　　　　　　14．7　　11．7　　　　1

1982／1986b　　19．1　　12．6　　　　1

1996／1998c　　19．6　　12．6　　　　1

0
ゾ
2
0
」

4
r
D
4
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　　カルに機能する社会的資本が学習効果を促進し，

　　反対にローカルに機能しない学校教育は学習効

　　果に負の影響を与えるので，企業の操業年数と

　　経営者の経験年数，経営者の教育年数と経験年

　　数の交差項はそれぞれ，正と負になると期待さ

　　れる．一方，経済発展が進むと，ローカルに機

　　能する資本は学習効果に負の影響を与え，反対

　　に広域的な資本が学習を促進させるようになり，

　　交差項はそれぞれ逆の符号をもつと期待される．

　　理論的推論から期待される符号については，操

　　業年数の限界効果が正から負へ，教育年数の限

　　界効果は負から正へ変化し，経営者の経験年数

　　はいずれも正であると期待される．さらに，推

　　定結果の頑強性を調べるために，企業の備後外

　　における生産比率を回帰式に入れたモデルも推

　　定する．広域的化が進む時期になると，備後外

　　生産比率の符号は正になると期待される．

　　　ただし以上の分析では，従業員数・資本・生

　　産要素投入，そして経営者年齢・性別・資産・

資料）　『全国繊維企業要覧　西日本編』信用

　　交換所，降口版．

注）　a．単位は百万円

　　b．1982年と1986年の平均．

　　c．1996年と1998年の平均．

　　d，平均売上高は日本銀行統計局
　　（1970－1999）「物価指数年報』の基本

　　分類別指数（繊維製品）によりデフレ

　　ート済みである．

（地域限定的資本）の代理変数で，経営者教育年

数は人的資本（広域的資本）の代理変数経営者

経験年数は経営者に就任してから各時点までの

経過年数で経営老の学習効果の代理変数と考え

る．仮説1，仮説2で示した，社会的信頼，学校

教育の学習への影響を検証するために，さらに

3つの説明変数の交差項を入れた13）．ここでは，

サンプル不足を補うために80年代は82年と

86年，90年代は96年と98年のサンプノレをプ

ールし1968，1977，1982／1986，1996／1998年の各

時点におけるクロスセクションのOLSによる

回帰分析を行う．各説明変数の係数は仮説に示

したように時代の変化に対応して，値やその有

意性を変えていくことが期待される．

　仮説1と仮説2から期待される係数の符号は

次のようになる．経済発展の初期段階ではロー

親の特徴など教育・経験以外の属性，さらに製

品価格・流行など市場動向の変数によっても企

業の売上高は左右されうる．したがって，これ

らを説明変数に加えない場合には変数欠落のバ

イアス（Omitted　Variable　Blas）の問題が発生

する可能性がある．そこで変数欠落のバイアス

が問題であるかどうかを検証するために，全て

のデータをパネルデータとして企業個体効果・

年次ダミーを入れた推定を行う14）．このとき，

企業の操業年数と経営者の経験年数，経営者の

教育年数と経験年数の各交差項をさらに年次ダ

ミーと交差させることによって，変数欠落のバ

イアスの問題を緩和させつつ，クロスセクショ

ンによる推定結果の頑強性をチェックすること

が出来る．

4．2　推定結果の検討

　回帰分析の結果を検討する前に，各変数の基

本統計量をみておこう．表2に示されるように，

売上高の過去30年間の推移から，備後産地企

業が急速に規模を拡大していったことが分かる．

またこれと同時に分散が大きくなっていくこと

が興味深い．これは，新規参入企業が存在し，
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表3．企業規模の決定因（Mu置tiplicative推定）日
．

　　1968
Pn（売上）sample＝51

@　（1）

　1982／86
Pn（売上）sample＝78

@　（2）

　1996／98
Pn（売上）sample＝89

@　（3）

　1982／86
Pn（売上）sample；78

@　（4）

　1996／98
Pn（売上）sample＝89

@　（5）

　1982／86c
@ln（売上）sample＝78

@　　（6）

　1996／98
Pn（売上）sample；89

@　（7）

ln（操業年数） 一L77 一7．98＊紳 7．27＊ 一4．96艸 3．15 一14．8＊＊ 一3．08

（一〇．73） （一3．50） （1．90） （一2．22） （094） （一2．03） （一〇．82）

1n（教育年数） 3．09＊＊ 一5．04料 10．5＊ 一2．35 4．51 6．39 一3，14

（2．55） （一2．02） （1．93） （一1，03） （0．95） （1，40） （一〇．65）

ln（経験年数） 3．95＊ 1．86 一2．26牌 1．28 一2．09料 13．8料癖 一〇．87

（1．68） （1．28） （一1．99） （0．88） （一2．39） （5．30） （一〇，92）

1n（操業）＊1n（経験） 0．20＊＊ 0．46串＊＊ 一〇．58 0．38＊舞 一〇．14料 1，37艸＊ 一〇．20＊＊宰

（2．52） （2．74） （一〇．75） （3．31） （一1．96） （2．63） （一3．51）

ln（教育）象ln（経験） 一1．98＊＊ 一1．32＊＊准 1．11絆 一1．04＊ 1．06＊宰累 一696＊榊 0．66宰

（一2．23） （一2．98） （2．46） （一1．94） （3．21） （一4．58） （1．84）

1n（教育）＊ln（操業） 094 2．91串＊＊ 一2．84＊ 1．86＊率 一LO9 4．85寧 1．21

（1．03） （3．30） （一1．84） （2，25） （一〇．81） （L93） （0．80）

定数項 2．91 27．8＊＊＊ 一14．2 20．1翠率＊ 一〇．32 2．67 20．9宰

（0．93） （4．14） （一1．05） （3．36） （一〇．27） （0．19） （1．75）

備後外生産比率 1．24＊＊＊ 0．43＊＊ 一〇．99 1．04＊料

（3．89） （2．15） （一1．56） （5．59）

ln（操業年数）の限界 0．96＊＊＊ 0．25 一〇．14 0．53＊榊 一〇．05 0．42唯宰噛 一〇．05絆率

効果 （3．10） （1．24） （一〇．62） （2．59） （一〇．30） （2．59） （一3．86）

ln（教育年数）の限界 一〇．04 0．94准＊ 3．35料＊ 0．96＊ 3．39＊＊＊ 3．77宰＊＊ 2．94寧＊零

効果 （一〇．13） （2．02） （6．59） （1．76） （6．29） （7．60） （5．43）

1n（経験年数）の限界 一〇．03＊＊＊ 0．19 0．29＊紳 0．02 0．11＊ 1．60＊＊宰 0．09

効果 （一2．86） （1．21） （2．77） （0．12） （1．63） （3．93） （1．27）

White　testb Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

Breusch　Pagan Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
test

資料）　r全国繊維企業要覧　西日本編』信用交換所，各年月．「独自資料」．

注）　a．両側検定で，＊は10％水準，＊＊は5％水準，榊＊は1％水準で有意なことを示す．

　　b，Yesは不均一分散が発生していることを示す．

　　c．（6）（7）の回帰式は備後外生産比率の内生性の問題を2段階推定によって処理した推定結果である．

その影響を受けているとも考えられるが，経営

に成功した企業と失敗した企業との格差が拡が

っている可能性を示唆している．操業年数につ

いては，年を経るごとに長くなっている．また，

分散は安定的で最小値は1年という場合が多い．

つまり，新規参入する企業は各時期に存在して

いるが，極端な参入退出の動きがあるともいえ

ない．経営者経験年数の動きも操業年数に対応

している．経営者教育年数については，最近に

なるにつれて平均年数が長くなり，分散は小さ

くなっている．さらに，最小値が90年代にな

ると9年になる。これは学校教育の普及にとも

ない，教育水準の格差が小さくなったことを示

している．

　次に回帰分析の推定結果を検討していく’5）．

まず，企業の操業年数，経営者教育年数，経営

者経験年数の売上高に対する限界効果は，回帰

モデルをさらに各変数で偏微分することによっ

て求められる．例えば，売上高に対する企業操

業年数の限界効果は次のように表される．

　　α1＋α41n（経験年数）＋偽ln（教育年数）

また限界効果は，経験年数の対数値と教育年数

の対数値，それぞれの平均値で評価する．表3

は基本モデルの推定結果を時代順に次のように

番号付けする．基本モデルは（1）から（3），備後

外生産比率を変数に加えたモデノレは（4）（5），さ

らに備後外生産比率の内生性をコントロールす

るために2段階推定を行ったモデルは（6）（7）で

ある16）．

　推定結果を順次検討していこう．基本モデル

については，操業年数と経験年数の交差項が80

年代まで正であったのが90年代では負に変化
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表4・企業規模の決定因（Rand・m　effect推定）a　　　　　し，教育年数と経験年数の交差項は逆

　ln（売上）　　　1n（売上）　　　ln（売上）

sample＝210　sample＝188　sample＝188
　　　　　　　　　　　　　　　（3）　　（1）　　　　　（2）

ln（操業年数）

ln（教育年数）

ln（経験年数）

ln（操業）寧ln（経験）

　Y82＊ln（操業）＊ln（経験）

　Y86累ln（操業）＊ln（経験）

　Y96＊1n（操業）＊ln（経験）

　Y98＊1n（操業）＊ln（経験）

1n（教育）＊1n（経験）

　Y82串ln（教育）＊ln（経験）

　Y86＊1n（教育）＊ln（経験）

　Y96率ln（教育）＊ln（経験）

　Y98＊1n（教育）串ln（経験）

ln（教育）＊ln（操業）

　Y82＊ln（教育）＊1n（操業）

　Y86＊ln（教育）＊ln（操業）

　Y96＊ln（教育）＊1n（操業）

　Y98串1n（教育）＊ln（操業）

定数項

　1，14
　（0．82）

　2．41
　（1．58）

　1．16
　（1．33）

　0．07
　（0．80）

一〇．13＊率

（一2．50）

一〇．13＊＊

（一2．28）

一〇28＊＊串

（一2．76）

一〇．26料

（一2．43）

一〇．63＊

（一1．91）

　0．21
　（1．59）

　0．21
　（L63）

　0．54＊＊＊

　（2．92）

　0．48＊串

　（2．51）

一〇．31

（一〇．58）

一〇．01

（一〇．22）

一〇．03

（一〇．42）

　0．06
　（0．60）

　0．00
　（0．00）

　5．11
　（1．35）

一2．24

（一1．39）

一2．68

（一1．48）

　0．75
　（0．86）

　0．07
　（0．75）

一〇．01

（一〇．26）

　0．00
　（0．01）

一〇．06

（一〇．63）

一〇．03

（一〇34）

一〇．61串

（一1．84）

　0。18
　（1．52）

　0．16
　（1．40）

　0．34＊
　（1．95）

　0．27
　（1．47）

　1，18串
　（1．80）

一〇，13＊

（一1．77）

一〇．17＊串

（一2．24）

一〇．13

（一1．27）

一〇，19岸

（一1．86）

　17．80＊＊＊

　（3．93）

一2．09

（一1．23）

一2．05

（一1．02）

　0．98
　（1．02）

　0．08
　（0．76）

一〇．01

（一〇．32）

一〇．00

（一〇．11）

一〇．09

（一〇．84）

一〇．05

（一〇．51）

一〇．71＊＊

（一1．91）

　0．20
　（1．51）

　0．18
　（1．39）

　0．39紳
　（2．10）

　0．32
　（1．61）

　1．11
　（1．60）

一〇．11

（一1．29）

一〇．18＊

（一2．05）

一〇．11

（一〇．98）

一〇．16

（一L43）

　16．30＊串＊

　（3．43）

備後外生産比率

1n（操業年数）＊

　備後外生産比率
　Y82＊ln（操業年数）＊

　　備後外生産比率
　Y86＊1n（操業年数）＊

　　備後外生産比率
　Y96＊ln（操業年数）＊

　　備後外生産比率
　Y96唯ln（操業年数）＊

　　備後外生産比率

0．62＊＊率

（2．82）

　0．90
　（0．79）

一〇．03

（一〇．04）

一〇．07

（一〇．40）

　0．03
　（0．21）

一〇．01

（一〇．09）

一〇．03

（一〇．！9）

F－testb

Breusch　Pagan　testc

Hausman　testd

Yes
Yes
No

Yes
Yes
Yes

Yes
Yes
Yes

資料）　『全国繊維企業要覧　西日本編』信用交換所，各年頃．「独自資料」．

　注）　a．両側検定で，摩は10％水準，儲は5％水準，零＊＊は1％水準で有意なこと

　　　を示す．また年次ダミーを入れて推定を行ったが，年次ダミーの推定結果

　　　は省略した．

　　　b．Yesは個体効果がみられるために，個体効果をコントロールする必要性

　　　があることを示す．

　　　c．Yesは個体効果が確率変数であるために，　Random　effectモデルを選択

　　　するのが望ましいことを示す．

　　　d．Yesは個体効果と説明変数が相関を持たないために，　Random　effectモ

　　　デルを選択するのが望ましい乙とを示す．

に負であったものが正になる．これら

は期待された結果であるが，さらに備

後外生産比率を入れたモデルでは，

（4）から（5）になると基本モデノレの推定

結果と同じように仮説に対応した交差

項の符号が変化し，いずれも統計的に

有意な水準となっている．また，備後

外生産比率は（4）（5）ともに統計的に有

意な水準で符号が正であるが，その係

数は80年代より備後外生産が本格化

する90年代の方が小さくなっている．

これは，備後外生産が重要になる時代

ほど係数が大きくなるように考えられ

るので，これは期待される結果とは異

なる．

　備後外生産比率の内生性の問題を処

理するために，教育年数と教育年数の

2乗項を操作変数として用い，2段階

推定を行った推定結果は（6）（7）に示さ

れている．このモデルでも仮説に対応

する交差項の符号の変化は，期待通り

である．さらに，備後外生産比率の符

号は（6）では負だったのが（7）では正と

なり，しかも非常に高い有意水準とな

っている．このように，備後外生産比

率の内生性の問題を処理することによ

って，期待したとおりの結果を得るこ

とが出来た．

　最後に操業年数，教育年数，経験年

数の限界効果をみていこう．操業年数

についてはいずれ’のモデルでも，期待

通り経済発展するにつれて正から負へ

と係数の符号を変化させた．（6）（7）の

2段階推定モデノレでは，特に統計的に

高い有意水準を示した．教育年数につ

いては，一部で60年代から80年代の

間に符号の変化が起きたが，操業年数

ほど期待通りの結果とはいえない。経

験年数の符号は全ての時点で正となる

ことが期待されるが，推定結果は（1）

を除き全て符号の値が正であり，全体
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として期待される結果と一致する．

　表4においては以上の推定結果の頑強性をチ

ェックするために，全てのデータをパネルデー

タとして考え，個体効果をコントロールして推

定を行った結果である17）．（1）では基本モデル

に加え年次ダミー，各交差項をさらに年次ダミ

ーと交差させた変数を加えている．また基準は

68年にしている．年次ダミー＊ln（操業）＊ln（経

験）の係数の符号は全て負で，統計的にも有意

である．さらに80年代よりも90年代の方が絶

対値は大きくなる．一方，年次ダミー＊ln（教

育）＊ln（経験）の係数の符号は全てにおいて正で，

80年代では統計的に有意ではなかったが90年

代に入ると統計的に有意になる．また80年代

よりも90年代の方が絶対値は大きい．これら

の結果はクロスセクション推定結果と整合的で

ある．さらに（2）においては備後外生産比率を

加え，（3）においてはさらに備後外生産比率と

操業年数の交差項と，それにさらに年次ダミー

を交差させた変数をいれて推定を行った結果で

ある．（2）（3）においては，年次ダミー＊ln（操

業）＊ln（経験）の係数の符号は概ね負であり（1）

と変わらぬ結果となったが，統計的には有意な

水準とならない．年次ダミー＊ln（教育）＊ln（経

験）では係数の符号は正であるが，（1）の結果に

比べ全体に有意水準は低下し，絶対値は小さく

なっている．また備後外生産比率が高まるにつ

れてローカルな社会的信頼の重要性が低まるか

どうかについて検討するために，（3）の備後外

生産比率と操業年数と年次ダミーを交差させた

変数の係数をみる．符号は負となる傾向がある

が，統計的には有意な水準に達していない’8）．

つまり係数の符号は備後外生産比率とローカル

な社会的信頼の関係の仮説と整合的であるが，

この結果は統計的に強く支持されなかった．こ

の点については，（1）よりも（2）（3）のサンプル

数は減少しているという問題がある．このサン

プル数の減少はアンケート調査において備後外

生産比率への無解答があった為におきている．

つまり（2）（3）ではサンプルセレクションバイア

ス（sample　selection　bias）の影響のために，係

数の有意水準が全体的に低下している可能性が

研　　究

ある19）．以上のようなサンプルセレクションバ

イアスによる問題が（2）（3）ではみられるものの，

全体としては表3で検討したクロスセクション

による推定結果と，変量効果モデルによる推定

結果は整合的である言えよう．

　以上の交差項の推定結果は仮説1と仮説2を

強く支持する結果となっている．また，備後外

生産比率についても備後産地の実態に対応した

結果を示している．

5．おわりに

　長期的な取引などを通して築かれる社会的信

頼は，地域限定的資本として機能し，学校教育

を通じて蓄積され個人の能力を高める人的資本

は，地域的に限定されず，広域的なレベルで普

遍的に機能する．経済発展の過程において，こ

れらの資本が非常に重要であるという指摘はこ

れまで数多くなされてきた．また，経済主体が

経験を積むことによって意思決定の精度を上げ

ていくということも現実的な人間の学習行動を

説明し，経済発展の鍵となるという議論も有用

であろう．しかし，経済環境の置かれた段階に

よって，これらの機能が変化するという主張を

耳にすることは少ない．さらに，社会的信頼，

人的資本が学習とどのような関係にあるのかを，

経済環境の変化に対応させて考察した研究は今

まで皆無であった．本論においては地域限定的

資本としての社会的信頼と広域的な資本として

の学校教育が，経済発展の段階に応じてまった

く正反対の機能を持つと仮定し，経済主体の学

習といかなる関係を持つかを明らかにした．

　経済発展の初期は，地域限定的なルール・規

範によって制約をうけながら経済主体は意思決

定を行い，学習していく．このような状況にお

いて社会的信頼は学習効果を高める．つまり，

社会的信頼と学習は補完的関係にある．しかし

経済のより発展した段階では，より広域的な資

本が効果的に機能するが，社会的資本はむしろ

このような環境変化に適応する際に負の効果を

生むと考えられ，このような資本を有する経済

主体は学習するほど最適な意思決定から隔たっ

ていく．つまり，経済発展が進むにつれて社会
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的信頼と学習の間の関係は正反対のものへと変

化する．これとはまったく逆に，広域的な資本

である学校教育を通じて蓄積された人的資本と

学習効果の関係は，経済が発展するにつれて，

負から正へと変化するのである．

　以上の簡単な図式が果たして現実的妥当性を

もつかを，備後縫製業産地の過去30年間の発

展過程を事例として検証した．回帰分析の推定

結果より得た結論は，経済発展の過程において，

社会的信頼，人的資本と学習効果の関係が予想

通り劇的に変化したということであった．

　理論的フレームワークと現実の産地発展を組

み合わせることによって本論における立論が正

しかったことを明快に示したが，対象とした事

例はごく限られた期間と地域におけるものだっ

た．本論で明示した，経済発展と社会的信頼，

人的資本と学習効果の関係の図式が，他の期間

と地域で妥当性をもつか否かを検証する必要が

ある．これが，筆者にとっての残された課題で

ある，

　　（投稿受付2002年2月14日・最終決定2004
　　年1月14日，西南学院大学経済学部）

　注

　＊　本稿完成の過程で速水佑次郎教授，大塚啓二郎

教授，園部哲史教授（以上，政策研究大学院大学），浅

野哲教授，村上直樹教授（以上，東京都立大学）より本

稿全体に対して貴重なコメントをいただいた．また

2002年度春季TEA会（於　茨城大学）における研究
報告では研究会参加者との活発な意見交換，さらに本

誌匿名レフリーよりは詳細かつ有意義な指摘を通して

本稿の質が大いに向上した．記して感謝の意を表する
次第である．

　1）　ローゼンッヴァイグは横断面データに基づいて

おり，山内氏の研究ではパネルデータを用いているが

90年代中盤のデータに限られている（Rosenzweig，
1995；Yamauchi，2004）．

　2）　Foster　and　Rosenzweig（1995）は周囲の人間と

の相互作用を通じた学習によって生産技術に関するの

知識スピルオーバーが起こり，農業生産性の上昇をも

たらすことを示した．

　3）　この社会的信頼はロバート・パットナムがイタ

リアの事例研究で示した社会関係資本と同様に，コミ

ュニティにおける地域的公共財として捉える（Put－
num，1993）．

　4）Banarjee　and　Duflo，2000でも同じように企

業の操業年数を評判確立の代理変数として用いている．

　5）　Rosenzweig，1995；Yamauchi，2004らの研究

は同じ論理で，予測の精度が学校教育の関数となって

いると考えた．しかし，この中には，社会における経

済主体間の信頼関係については考慮されておらず，社

会的信頼を関数に組み込んではいない．

　6）　Kandori　1992ではこのようなローカノレなルー

ルを社会規範（Social　norm）と呼んでいる．

　7）変化が激しい発展途上の経済において，轟が

大きくなることは説得的である．したがって，ρ斤
1／脇が十分小さいという仮定は妥当性を持つ．一方，

ジョヴァノヴィックらは初期時点の予測の精度に注目

し，ρ。の大小を生産技術の選択と経済成長を決定する

要因として，その重要性を指摘した（Jovanovic　and

Nyarko，1996）．

　8）　グライフは中世の商取引を事例としゲーム理論

の枠組みの中で，共同体的取引関係からより普遍的な

合理性を持つ取引関係への制度的移行を明らかにした
（Greif，1994）．

　9）　人的資本が生産活動に正の効果を持つ理由とし

て，経済が成熟し市場が拡大・多様化した状況の下で

は，社会関係資本よりも生産変化への適応力が高く技

術的外部性が強いという性質をもつ近代的な入的資本

の役割が重要になるという側面も無視できない．ただ

し技術的外部性の議論のみからは，これと同時に社会

的信頼関係が何故負の効果をもつようになるかは説明

できない．社会的信頼関係，人的資本の効果が逆転す

る現象を十分に説明するには，取引関係などを含む産

業組織論的な問題に着目する必要がある．例えば，下

請け生産を行う場合などにかかる取引費用を分析する

ことがあげられよう．

　10）　資料として次のものを利用した『全国繊維企

業要覧　西日本編』信用交換所，比年版．ここには各

年度の従業員数，売上高，企業の沿革，経営者の略歴

などが記されている．これは昭和39年版から毎年刊

行されているが，初期の版はサンプル数が不足してい

た．昭和43年頃から統計分析可能なサンプル数を収

録するようになったため，これを初期時点とした．

　11）　このローカルなルールとは，商取引の契約，下

請けとの契約関係を含む．

　12）　本論文で企業規模は企業の売上高によってあ

らわす．中間投入に関するデータが収集できなかった

ため，生産関数的な分析法をとることが出来なかった．

また二代目以降の経営者については規模の大きい企業

ほど教育年数が高いように思われる．しかし，教育年

数はストックでありフロー変数ではない．つまり経営

者の教育投資は同時決定の問題ではなく，親の代の経

営者が後継者である子供に投資をした結果である．し

たがって，教育年数は先決外生変数として扱うことが
可能であろう．

　13）Yamauchi，2004もこれと同様に交差項を回
帰分析に加えることによって，学校教育と経験が補完

関係にあるか否かを検証した．また，推定に際してそ

れぞれの企業が持つ個体効果をコントロールする必要

があるが，データの時点数が少ないためfixed　effect

モデルなどをおこなうことは難しい．そのかわりに製

造皆野や創業者の前職などについてのダミー変数を入

れ推定をおこなった．

　14）経験を積みながら社会的信頼を蓄積していっ

た創業者と創業者が築いた社会的信頼の上に立って経
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験を積んでいく二代目以降の経営者では，社会的信頼

と経験の間に相違があると思われる．このような問題

についても，個体効果をコントロールした推定を行う

ことにより緩和することが出来よう．

　15）不均一分散に関する検定を行ったところ，全

ての場合において分散が均一であるという帰無仮説は

棄却された．したがって，GLS推定の1つである
multiplicative推定により分散の構造を推定し，回帰

分析を行った．また分散の構造は，操業年数や製造服

種ダミーによって決定される傾向にあった．

　16）　備後外生産比率はアンケートによって収集し

たデータであるが，68年については回答数が少なく，

21サンプルしか回帰分析に利用できない．したがっ

て，基本モデル以外は68年の推定結果は省略した．

通常の操作変数とは違い備後外生産比率は0％を含ん

でおり，通常のOLSを1段階目で用いることができ
ない．そこで，第1段階ではトービット推定によって

推定を行いPredicted　valueを得る．詳しくはMad－
dala（1983）のChpter　7をみよ．

　17）全ての回帰モデルにおいてF検定の結果は個

体効果があり，さらにBreusch－Pagan検定の結果は

個体効果が確率変数として考えられるということを示

した．この結果から，変量効果モデル（Random
effect　model）による推定が望ましいことになる．一

方，固定効果モデルを推計した上でのHausman検定
の結果は（1）を除いて固定効果モデル（Fixed　effect

model）と変量効果モデルとの間にシステマティック

な違いが見られないことを示した．この結果から（1）

を除いて変量効果モデルによる推定が望ましいことに

なる．ただし一般に変数欠落バイアスを取り除く方法

として確認されているのは固定効果モデルである．変

量効果モデルが変数欠落バイアスをどの程度除去でき

るかについては見当の余地があろう．

　（1）では固定効果モデルの結果においても，統計的

有意水準は低下するものの推定上最も重要と考えられ

る年次ダミーとの各交差項の係数の符号に違いは見ら

れず，概ね変量効果モデルの結果が支持される結果と

なった．以上の検定の詳細についてはBaltagi（1995）

のChapter　4を見よ．

　18）表3では省略したが（2）に備後外生産比率と操

業年数の交差項のみを加えた推定においても，この係

数は負であるが，統計的には有意ではなかった．

　19）　（2）（3）と同じサンプルを利用して（1）と同じ推

定を行った結果も各交差項について（2）（3）と同様の結

果を得た．したがって（1）と（2）（3）の推定結果の違い

は備後外生産比率を入れたことによってもたらされた

のではなく，サンプルセレクションバイアスの影響を

受けた結果であると考えられよう．
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